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第１ 事業の概要 

 

１ 酪農を巡る情勢 

（１）経済の情勢 

世界経済は、米国で大型減税や財政政策、規制緩和を軸とするトランプ政権への

期待の一方、英国のＥＵ離脱、反ＥＵの動勢とイタリアの銀行不安など、不安定化

の可能性が高まるなかで、シリアや北朝鮮など地政学的リスクが拡大し、不安定な

状況が続いている。 
我が国経済は、資源高等の影響からコスト原料高を転嫁する動きの一方で、消費

者の節約志向が一段と強まり、食品及び日用品についてコンビニを始めとして、メ

リハリ消費への対応として値下げの動きが出ている。また、人口減少で働き手の不

足が深刻な状況にある。 
 
（２）酪農の情勢 

全国の生乳生産は、生産基盤対策が効果を見せつつあったが、熊本地震とその後

の記録的な豪雨、北海道・東北での相次ぐ台風災害などにより生乳生産並びに自給

飼料に多大な被害が生じ、その影響を脱しきれない状況にある。 
また、後継者のいない経営の廃業に歯止めがかからず、乳牛頭数の減少から、減

産基調が継続している。素牛価格高から、とりわけ、都府県での黒毛和種の高配率

が高く、後継牛確保は喫緊の課題となっている。主産地中心に、クラスター事業・

基盤対策等を活用し、生産基盤強化に努められているものの、労働力不足もあって、

生乳生産の回復は厳しい状況にある。 
 
（３）生乳需給の情勢 

牛乳の消費は、各指定団体等及び本会議の理解醸成活動に加え、牛乳の効用を取

り上げたＴＶ番組等の影響が持続するとともに、はっ酵乳もドリンクタイプを中心

に消費が拡大していることから、原料乳の不足傾向が続いている。 
乳製品に関しては、オセアニアの乳牛淘汰やＥＵでの減産対策で世界的な過剰感

が薄れ、国際市場での乳製品価格は上昇に転じている。 
全国的に生乳生産が減少するなか、飲用需要が堅調なことから、乳製品向け原料

乳は不足基調にあり、バターや脱脂粉乳などの業務用乳製品卸価格が２年ぶりに上

昇している。国産牛乳乳製品への消費者の信頼と期待に応え、生乳生産回復による

安定供給と品質確保が一層、重要な課題となっている。 
 

（４）農政の情勢 

補給金制度の見直しは、暫定措置法を廃止し、畜産経営安定法の改正案に恒久的

制度として位置づけ、指定団体の利点を残すことで閣議決定がなされたが、焦点と

なった部分委託は省令で歯止めをかけることとなった。通常国会で法案は６月に成
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立し、併せて、制度の厳格な運用を後押しする付帯決議がなされたが、政省令及び

生産局長通知の論議を引き続き注視する必要がある。 

こうしたなか、生乳の特性から、酪農経営の安定のためには指定団体の共販率低

下を防ぐとともに、安全安心と安定供給を担保することの重要性につき、組織内外

に丁寧に説明することが一層重要な状況にある。また、指定団体等生産者組織の業

務・組織の見直し改善については、引き続き酪農家から支持されるよう、スピード

感を持った対応が急務となっている。 

 

（５）国際交渉の情勢 

平成２９年１月の米国によるＴＰＰ離脱表明を受けて、日本政府は１１か国でＴ

ＰＰを早期に発効させ、将来の米国復帰の可能性も残したい考えであるが、米国抜

きに慎重姿勢を取る国もあり参加国の思惑が錯綜している。 
米国にあっては、ＮＡＦＴＡ等の貿易協定見直しが進められるなか、日米２国間

の貿易交渉に関心を示す一方、日欧ＥＰＡ交渉は、双方が早期妥結を目指すものの、

ＥＵ主要国の重要な選挙を控え、交渉の先行きは見通せない状況となっている。 
 

 

２ 円滑な事業の推進と機能発揮のための対応 

 
（１）事業実施に当たっての重点事項 

平成２８年３月末に、規制改革会議農業ＷＧが指定団体制度の廃止を打ち出して

以降、制度改革を巡り、緊急的な対応を迫られる状況となった。一元集荷多元販売

を基軸とした指定団体制度について、生乳受託販売、生乳流通の合理化、生乳需給

調整、自然災害等緊急対応といった基本的機能の重要性と意義について組織内外に

理解醸成を図る取組を重点として事業を実施した。 
なお、取組に当たっては、ＪＡ全中など要請団体と連携し、自民党並びに農業Ｗ

Ｇの論議への対応を行った。 
また、生乳生産基盤の強化による生産回復が引き続き喫緊の課題であることから、

公募事業を積極的に活用し、各地域の取組を支援した。 
  

（２）効率的な事業運営と財務改善 

現行の正職員体制を基本に、引き続き公募事業を活用した事業運営に努めた。一

方で、補助事業に関しては、生産基盤強化の緊急性や相次ぐ自然災害への迅速な対

応として、既存事業の拡充、ないし新規事業が措置されたが、事業受託にあたり、

派遣職員及び臨時職員による円滑な事務体制を確保した。 

また、組織運営は、現行水準の会費及び賦課金を基本に、引き続き経費の縮減徹

底による効率化とともに、補助事業等への適正な管理費配賦を行い、収支均衡と財

務体質の健全化を図った。また、２９年３月３１日現在の公益目的財産については、



3 
 

計画に基づく公益目的事業へ支出した結果、全額取り崩し完了となった。 

なお、理解醸成等の活動については、補助事業の活用、他団体等との連携と事業

精査等を含め、効率的な事業実施に努め、未実施及び節減となった賦課金について

は返還する。 

 
 
第２ 事業の概況 

 
１ 国内生乳需給・生産基盤安定化等対策事業（継続事業１） 

（１）酪農生産基盤維持・強化対策 

国内酪農生産基盤の弱体化が進行している状況を踏まえ、畜産・酪農生産力強化

対策事業（酪農経営改善対策）、酪農経営支援総合対策事業を採択し、これら事業

による助成等を通じた基盤強化対策に取組んだ。 
また、ＴＰＰ協定は、平成２８年１２月、全ての関連法案が国会承認され、日本

では批准することとなったが、２９年１月に就任した米国のトランプ大統領はＴＰ

Ｐ離脱の大統領令に署名したため、ＴＰＰ参加１２カ国の総ＧＤＰの８０％近くを

占める米国の離脱により、ＴＰＰ協定の発効は困難になった。 
こうした動きと並行し、２８年末には日欧ＥＰＡ交渉の年内合意が、多数の新聞

報道で取り沙汰されるようになった。欧州は、乳製品の主要輸出国であり、決着内

容如何によっては、国内酪農業に大きな打撃を与えることが懸念された。本会議で

は、これらの国際交渉の動きに関して、情報の収集・提供活動を継続的に行った。 
なお、現在、ＴＰＰ協定は、１１カ国での米国抜きの発効を模索しているほか、

日欧ＥＰＡ交渉は、早期合意を目指すことで一致しているが、溝が埋まらない状況

が続いている。 
 

（２）制度改革等への対応 

規制改革会議が検討を進めて来た「生乳流通改革」は、２８年春、農業ワーキン

ググループ（ＷＧ）が「指定団体制度の廃止」を含む提言を取りまとめた。本会議

では４月 7 日に指定団体長会議を緊急的に開催し、森山農水大臣宛の要請を決議し

た。また、ＪＡ全中等と連携し、情報の収集・分析及び指定団体制度の重要性に係

る理解醸成活動等を実施した。この結果、６月に内閣府が取りまとめた「規制改革

実施計画」では、「指定団体制度の是非や現行の補給金の交付対象のあり方を含め

た抜本的な改革について検討し、（秋までに）結論を得る」とされ、「指定団体制度

の廃止」の文言は削除された。 
この後、７月に規制改革推進会議として新体制に移行し、検討を再開した。本会

議では、継続的に指定団体が生乳需給・酪農経営の安定に果たす役割等に関する理

解醸成活動を展開した他、指定団体・全国連実務責任者による制度改革等検討委員

会を設置し、毎月、情勢・課題を共有した。さらに、１１月８日に指定団体長会議
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を開催し、状況把握や対応協議を行い、自民党農林幹部に要請した。また、他団体

と連携し、自由民主党畜産・酪農対策小委員会等へのヒアリング等への対応を行っ

た。 
その後、自由民主党と規制改革推進会議での調整が断続的に行なわれ、最終的に

は、政府の「農林水産業・地域の活力創造本部」が取りまとめた「農業競争力強化

プログラム」に「加工原料乳生産者補給金制度の改革」が盛り込まれた。同プログ

ラムでは、「指定団体に出荷する酪農家に限定して補給金が交付される現行方式を

見直す」基本方向が示されたが、指定団体制度は引き続き法律に位置づけられるこ

ととなった。また、「国は、基本的なスキームを設計し、関係者の意見を聞き、十

分な調整を行う。」こととされ、本会議では、１２月８日に指定団体長会議を開催

し、これらの情勢・結果につき報告を行った。 
政府は、同プログラム具体化に当たり、従来、加工原料乳生産者補給金等暫定措

置法に基づき交付されてきた加工原料乳生産者補給交付金を、畜産経営の安定に関

する法律（畜安法）の改正により同法に一本化し、恒久法化することとし、２９年

３月に同改正案を閣議決定した。その後、これら法案は２９年の通常国会で６月に

成立したが、併せて、制度の厳格な運用を後押しする形で付帯決議がなされた。今

後、論議される政省令、生産局長通知について、制度の趣旨を踏まえた適切な対応

を求めていく必要がある。 
 

（３）生乳受託販売安定化対策 

① 酪農経営に係る様々な公表情報を基に、酪農経営の状況を分析するとともに、

農林水産省・独立行政法人農畜産業振興機構（以下、「機構」という）共催によ

る「乳製品等需給情報交換会」や一般社団法人Ｊミルク（以下「J ミルク」とい

う）の需給委員会等に参画し、生乳需給に係る情勢の分析及び指定団体等への情

報提供を行った。 
 
② また、六次産業化や、集送乳経費、生乳取引価格の実態把握のための調査、取

りまとめ及び情報提供を行った。 
 

（４）生乳計画生産・需給調整対策 

① 平成２８年度以降の生乳計画生産対策の推進 

Ｊミルクが公表した「２８年度の生乳及び牛乳乳製品の需給見通しと今後の課

題について」では、２７年度の生乳生産量は１０年振りに前年度を上回った（震

災翌年となる２４年度除く）が、国内乳牛資源が減少していることもあり、２８

年度生乳生産量は２７年度をやや下回る水準が見込まれている一方、需要量が堅

調に推移すると見込まれるため、２８年度の生乳需給もひっ迫傾向で推移する見

通しであった。 

本会議は、２７年度に生乳需給を巡る情勢等を踏まえ、３年間は前年度実績以
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上の目標数量の配分を行う中期計画生産を実施することとしており、中期計画生

産の２年目となる２８年度においても、引き続き厳しい経営環境のなかで、生乳

需給がひっ迫することが見込まれることから大きな枠組みの変更を行わないこ

とを基本とした。 

併せて、万一、生乳需給が緩和した場合の過剰回避対策（セーフティネット）

の構築について、業界全体での検討を進めるとともに、指定団体と連携の上、酪

農家の経営改善と生産性向上に資するよう、地域段階での生産基盤の取組を支援

することとした。 

 

ア．目標数量の設定・配分 

計画生産の推進にあたっては、「販売基準数量」、「特別調整乳数量」、「選択的

拡大生産数量」を設定し、３つの生産枠の合計を「計画生産目標数量」とした。 

「販売基準数量」は、生乳需給予測における脱脂粉乳ベースとバターベース

の中央値の需要量にインサイダー率を乗じた数量から新規就農枠（２万トンに

拡充）を差し引き、全国で６，６９４千トンを設定した。 

各指定団体の２７年度実績数量を基本に、災害等影響分を加味した数量を基

礎数量とし、用途別販売実績における２７年度の飲用牛乳向け数量及びはっ酵

乳等向け数量、同脱脂粉乳・バター等向け数量及び生クリーム等向け数量の実

績も一部加味して配分した。 

また、脱脂粉乳ベース需要量とバターベース需要量の中央値を基本に国内の

乳製品需給の安定を図る観点等を加味した数量を「供給目標数量」とし、供給

目標数量から販売基準数量を差し引いた数量を「特別調整乳数量」として６４

千トン、さらに、チーズ・全乳哺育向けを含む通常の国内生乳市場と区分して

新たに生乳需要を計画的に創出する数量を「選択的拡大生産数量」として、そ

れぞれ設定した。 

年度当初の計画生産目標数量は、北海道３，８５６千トン（前年度実績比１

０１．６％）、都府県３，３３３千トン（同１００．５％）、全国７，１８９千

トン（同１００．９％）を配分し、この他に新規就農枠で２０千トンの数量が

中酪保留となったが、期中において、新規就農枠の配分、アウトイン修正、指

定団体間調整等を行った結果、最終的な目標数量は、北海道３，８００千トン、

都府県３，２７１千トン、全国７，０７１千トンとなった。 

 

イ．計画生産目標数量に対する実績等 

２８年度の受託乳量実績は、全国で前年度実績比９９．３％の７，０５４千

トンとなり、計画生産目標数量を１７千トン下回った。地域別には、北海道３，

７９２千トン（前年度実績比９９．９％）、都府県３，２６２千トン（同９８．

６％）であった。なお、全ての指定団体が計画生産目標数量の１％以内の実績

となり、超過・未達の措置は発生しなかった。 
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ウ．需給状況の把握・情報の提供及び必要な対応協議の実施 

計画生産対策が円滑に推進されるよう、月別用途別販売実績、指定団体別旬

別受託乳量、需給を巡る情勢などの需給関連データを集約して定期的に提供し、

指定団体の円滑な生乳受託販売に資したほか、適宜、実務責任者会議等におい

て、需給上の課題整理や情報の共有化等を行った。 

 

② 平成２９年度の生乳需給安定化対策の検討 

２７年度に決定した３ヵ年の中期計画生産に基づき、引き続き厳しい経 営環

境のなかで生乳需給がひっ迫することが見込まれることから、大きな枠組みの変

更を行わないことを基本としつつ、指定団体の生産枠設定に当たっては、各指定

団体が作成した受託販売計画を尊重する事とした２９年度生乳需給安定化対策

基本要領を、３月２３日開催の第３４９回理事会で決定した。 

 

（５）生乳の総合的な品質・流通管理対策及び受託販売機能強化支援 

① 規制制度改革への対応及び指定団体機能の強化 
２７年度に取りまとめられた自民党ＷＴの提言及び農林水産省生産局長通知

「生乳流通の合理化の推進について」に基づき、指定団体における生乳流通合理

化が円滑に推進されるよう、各地域段階での業務推進計画作成の支援と、地域会

議へ適宜参加した他、全国段階での各指定団体の進捗状況の確認等を行なった 
 

② 指定団体の受託販売機能強化の支援 
受益者による共同負担を基本に、乳代請求・精算及び生乳供給情報の管理シス

テムの運用管理並びに指定団体ＨＰの保守管理等を行った。 
特に、２８年度は、２９年度から液状乳製品が加工原料乳生産者補給金の交付

対象となることから、これに対応したシステム改修を行った他、最新のインター

ネットブラウザへの対応を実施した。 
 

③ 指定団体の品質管理体制支援 
生乳生産及び流通段階での品質管理体制を強化することで、国産生乳の安全・

安心の確保を図り、安定的な生乳取引を実現するため、以下の取り組みを実施し

た。 
 

ア．生乳生産現場における記帳・記録・保管の実施及び業界関係者による支援を

通じて生乳への農薬等の残留事故等の発生防止が図られるよう、「生乳の安

全・安心の確保のための全国協議会」で決定した取組方針に基づき、指定団体

担当者会議等で協議等を行い、以下の取り組みを実施した。 
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（ア）２７年度に引き続き、重点記帳項目として、①動物用医薬品の投与記録、

②ミルカー・バルククーラーの洗浄確認記録、③農薬使用記録、また、重点

指導項目として、①動物用医薬品の休薬期間の遵守及び確認検査の実施、②

洗浄剤及び殺菌・消毒剤の適正使用の遵守を設定した。 
 
（イ）指定団体を通じて、地域における巡回及び記帳状況を集約するとともに、

重点記帳項目の各項目について未記入生産者の「記帳しない理由」等の情報

を共有し、再巡回による指導強化等により状況の改善に努めた。その結果、

重点記帳項目の各項目に係る未記入者は、２７年度に続き、全地域でゼロと

なった。 
 
（ウ）酪農家等に対する啓発・指導として、巡回・指導者のための「指導者検証

用マニュアル」を作成・提供した他、「殺菌消毒剤（ＤＤＡＣ等）の適正使用」

及び「アフラトキシンＭ１の規制値設定を踏まえた飼料の適正管理」を啓発

するためのリーフレット用データの作成・提供等を行った。 
 
（エ）各地域での記帳・記録・保管の取組を支援するため、２９年度版「生乳生

産管理チェックシート」を作成し希望団体等に配布した。 
 

イ．酪農・乳業関係者による安全・安心の確保に係る、一層の情報共有化等の連

携を図るため、Ｊミルク設置の「ポジティブリスト委員会」で、意見・情報交

換を行った。 
また、Ｊミルクで実施している農薬等に係る定期的検査（２８年度の検査対

象は、動物用医薬品・殺菌消毒剤）及びアフラトキシンＭ１検査の実施に協力

した。 
 
ウ．指定団体担当者会議及び生乳検査施設の技術者等情報交換会議を開催し、生

乳生産・検査・流通段階における課題・懸案事項等についての情報交換や協議

を実施した。 
また、アフラトキシンＭ１検査の実施方法について、指定団体実務責任者会

議や指定団体担当者会議等において情報共有及び協議を実施した。 
 
エ．万一、国内でＢＳＥ等が発生した場合に、国に対し再建支援対策の再整備を

速やかに要請するとともに、必要に応じ指定団体から互助基金への拠出を求め、

発生現場等への経営再建支援策等を講ずることとしているが、２８年度にＢＳ

Ｅ疑似患畜は発生せず、同じく互助基金対応としている定期的検査における農

薬等についても、拠出を求める事態は発生しなかった。 
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２ 酪農・国産牛乳乳製品促進広報事業（公益目的事業（継続事業２）） 

（１）中央情報発信事業 

「日本酪農の存在意義」と「国産牛乳乳製品の重要性」について、消費者・国民

の信頼・支持を揺るぎないものとし、「日本酪農・国産牛乳乳製品の存在感」を高

めていくため、後継者を含む酪農家への啓発も視野に、生活者・メディア・流通・

酪農関係者（酪農家、政府関係者等含む）の４つのターゲット別に、各種媒体等を

活用したきめ細かい情報発信を実施した。 
特に、６月以降、指定団体制度を巡る情勢等も考慮しつつ、「指定団体機能の重

要性」を中心訴求テーマに、各種活動を展開した。 
 

① 生活者対応 
「国産を守る日本の酪農家を応援したい」という生活者の意識喚起のため、生

産現場に根差した酪農の情報等を題材とした情報発信を実施した。 
 

ア．我が国唯一の酪農・国産牛乳乳製品に関するオリジナル専門誌「ミルククラ

ブ」を４回発行し、牧場や生産者組織関係者に加えて、閲覧実績の多い公共図

書館や回読が期待される病院・料理教室等に配布し、地域を支える酪農の多面

的機能と魅力、牛乳乳製品のある豊かな食生活に関する情報をきめ細かく発信。 
 
イ．「牛乳の日（６月１日）・牛乳月間（６月）」の取り組みの一環として、ステー

ジイベントや展示、乳牛模型での搾乳体験、クイズラリー等による酪農家との

交流や、全国の牧場手作りアイスクリームや牛乳を使ったカフェメニューの販

売等を行うＰＲイベント「六本木牧場～酪農を知るほど、牛乳がおいしい～」

を実施。 

 
ウ．酪農を巡る情勢を踏まえ、国産牛乳乳製品の重要性（価値）を訴求するとと

もに、安定供給のために努力する酪農家や指定団体への応援意識を喚起するた

め、全国紙や主婦向け雑誌への記事広告を掲載。さらに、全国紙の掲載素材を

活用し、ＷＥＢ、雑誌、ＴＶ（ＢＳ）等でのクロスメディア展開も実施。 
 
エ．規制改革推進会議の提案内容に対して、有識者による見解記事を一般紙やＷ

ＥＢ等に掲載。 
 
オ．酪農のイメージ向上のため、牛乳が生活者に届くまでのプロセスについて、

ＭＩＬＫ ＪＡＰＡＮキャラクターを活用した動画「ぼくは牛乳」を作成し、

ＷＥＢ上で拡散（６月、１０月）。 
 
カ．量販店において生活者向け啓発冊子「ミルククラブ特別版」を２回配布。 
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キ．ＪＡ直売所で配布する生活者向け冊子に、特集記事広告を掲出。 
 
ク．地域イベント等で活用する生活者向け啓発ツール等を制作・提供。 
 
ケ．指定団体、全国連、行政等が実施するイベントに、啓発ツールを提供する等

して協力・協賛。 
 

② メディア対応 
流通や生活者への影響力が大きいメディアに対し、日本酪農の現状や酪農の多

面的機能等を訴求するとともに、指定団体制度を基軸とする酪農政策が酪農産業

の維持・発展並びに安全・安心な牛乳乳製品の安定供給に不可欠であることにつ

いても啓発する取り組みを実施した。 

 
ア．記者説明会を東京と大阪で計２回開催し、本会議から日本酪農の現状を説明

するとともに、有識者から指定団体制度の果たす役割・機能、酪農家から生産

現場の取り組みと生乳共販の有用性を伝え、指定団体が安全・安心な牛乳乳製

品の安定供給に欠かせないことについて理解を促した。 
 
イ．日頃から食に関する取材に携わる記者や編集者を牧場及びクーラーステーシ

ョンに招き、酪農家・指定団体職員との意見交換を実施し、安全・安心な牛乳

乳製品を安定供給するための生産現場の努力等について説明し、各媒体での記

事露出を図るため、メディア対象の現地視察ツアーを実施。 
 
ウ．日本酪農の現状等について、タイムリーな情報を継続的に伝える「ＪＤＣニ

ュースレター」を４回発行。 
 

③ 流通対応 
「国産牛乳乳製品の適正価格への理解促進」及び「価格訴求から価値訴求への

転換」を促すため、日本酪農の現状や生産現場の安全・安心に対する取り組み、

牛乳乳製品の栄養機能やその安定供給に寄与する指定団体の役割等をテーマに、

情報を発信した。 
 

ア．流通専門紙に、記者説明会やメディアツアーの概要や、安全・安心な生乳の

安定供給を支える指定団体の役割を訴求する特集記事を、２回掲載。 
 
イ．バイヤー・売り場担当者向けの啓発冊子を作成、配布。 
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④ 酪農関係者（酪農家、政府関係者等含む） 
指定団体の生乳共販機能の意義を酪農家・酪農関係者及び政府関係者に訴求す

るための取り組みを実施した。 
 
ア．日本農業新聞において、酪農家３名による座談会形式の記事広告並びに有識

者によるリレーコラム（計４回）を掲載。併せて、本会議ＨＰ（指定団体特設

ページ）とリンクしたバナー広告も実施。 
 
イ．酪農家向け啓発パンフレットを作成し、指定団体等にデータで提供。 

 
（２）ナチュラルチーズ製造技術研修の開催等 

国産ナチュラルチーズの振興並びに多様な酪農経営を求める生産現場のニーズ

に対応するため、畜産業振興事業「生乳生産者牛乳乳製品需要拡大事業」の一環と

して、国産ナチュラルチーズの製造技術研修会を実施した。 
 
（３）地域実践支援事業 

① 酪農の存在意義と価値の再認識につなげるため、認証を受けた酪農家等のファ

シリテーターが「酪農を通して食やしごと、いのちの学びを支援する」を目的に

学校や教育現場等と連携しながら行う社会貢献活動である「酪農教育ファーム活

動」を推進した。 

活動の推進に当たり、訪日外国人旅行者の増加や近隣諸国における口蹄疫等の

家畜伝染病発生等を踏まえ、飼養衛生管理基準の遵守及び感染症防疫マニュアル

に則った現場での取り組みを徹底するとともに、各種研修会等の場においては、

参加酪農家等に対し最近の酪農情勢等についても説明を行った。 

平成２７年度の専門委員会「提言」を踏まえ、活動の目的変更やファシリテー

ター認証申請の条件緩和並びに更新方法の追加等について認証規程の改正を行

うとともに、各地域と連携を図りながら、認証の募集、審査、認証研修会の開催

等、制度の適切な運用に努めた。１２牧場／５８名が新規に認証を取得したが、

廃業や退職・期間満了等により６牧場／３８名が減少した結果、年度末には３０

１牧場（前年差６牧場増）／６０９名（前年差２０名増）となった。 

また、ファシリテーター対象のスキルアップ研修会や、認証牧場関係者及び教

育関係者による研究集会を開催して活動の質の向上を図るとともに、教員対象の

牧場体験研修会の開催や専門紙への広報等を通じて活動の実践者の拡大を図っ

た。さらに、機関誌「感動通信」（年４回発行）やＨＰに加え、新規に立ち上げ

たＦａｃｅＢｏｏｋ公式ページを通じ各種情報を発信した。 

   
② 生産者自らが行う「顔の見える」対消費者コミュニケーション活動として東日

本大震災及び熊本地震復興への支援、酪農教育ファーム等の消費者交流活動、酪
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農後継者の育成、酪農情勢の共有、感染症予防に対する学習・啓発、指定団体等

の行う地産地消活動や地域イベント等への参画を推進している地域交流牧場全

国連絡会（会員数３１３、前年から４会員増）の活動を支援した。 
 

（４）ＷＥＢを活用した情報発信等 

酪農・乳業関係者や消費者に対し、本会議が入手・取りまとめ・分析等を行った

各種情報を、以下の媒体により発信し、理解醸成・活動支援を実施した。 
① ホームページ 

各事業の活動報告や関連資料、用途別販売実績等の統計資料を掲載するととも

に、定期刊行物（「中酪情報」「ミルククラブ」「中酪ＶＯＩＣＥ」「感動通信」「売

り場で役立つ牛乳の知識」等）や製作物（「メディア掲載広告」「ＪＤＣニュース

レター」等）をデータにて掲載した。 
また、指定団体制度を巡る情勢を踏まえ、関連資料や、啓発ツール、日本農業

新聞の記事などを掲出した「指定団体制度」特設ページを設定した。 
 

② メールマガジン 
登録した酪農関係者等に対し、直近の業界ニュースや本会議からのお知らせ等

を記載したメールマガジンを月３回発行した。 
 
 ③ 業界紙等による広報 

日本農業新聞や月刊ＪＡ等に本会議の酪農理解醸成活動に係る広報を出稿し

た。 
 
 ④ 今後の広報戦略の基礎資料とするため、食品全般と牛乳の生産地に対する意

識・実態把握と「日本酪農や酪農家」「生乳流通改革」「指定団体」に対する評価

を明らかにする生活者意識調査を実施した。 
 

（５）放射性物質・風評被害対策 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原発事故に伴い、流通から国の基準を大幅

に下回る生乳を求められるなか、風評被害等による国産牛乳乳製品の需要低下や生

乳需給の混乱を回避するため、飼養管理改善等に資する生乳自主検査への支援を継

続し、東北及び関東地域計で１７百万円の助成を行った。 
 

（６）熊本地震対策 

平成２８年４月１４日と１６日に発生した熊本地震により、県下中心に酪農経営、

生産者組織、生乳流通・処理に深刻な被害が生じ、その後も断続的な余震発生のな

か、生乳廃棄が拡大しないよう、本会議においても指定団体、全国連、農林水産省

と連携し情報の収集、伝達と被害状況の把握に努めた。 
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会議の場で情報共有するとともに、全国の酪農家及び生産者組織等からの義援金

に加え、九州酪農を支援する一般からの義援金の募集も行った。 

被災地域では、酪農家、生産者組織と広範囲に深刻な打撃を被ったことから、第

３４７回理事会での決議を経て、国産乳製品の安定供給と需要確保、生乳販売支援

を視野に、理解醸成並びに支援対策事業の実施を決定した。九州地域の当該生産者

への悪影響の緩和、理解醸成、廃棄生乳に基づいた支援金の交付を行った。 

これらの取組の結果、義援金総額３５,６２３,０７０円の贈呈と、支援金として

６０,９６０,３１６円を講じることが出来た。 

 

 

３．牛乳定着化・地域支援事業 

平成２２年度から実施の「ＭＩＬＫＪＡＰＡＮ」運動について、統一コンセプト

（スローガン：牛乳が日本を元気にする、ターゲット：母親＋牛乳の飲用が少ない

消費者、訴求テーマ：ＪＡＰＡＮＭＩＬＫ（＝国産牛乳））を基本に、統一的盛り

上げ時期を設定し、「指定団体が生産現場に近い強みを活かして展開する独自の活

動」に対する側面的支援として、ＷＥＢによる継続的・恒常的な情報発信を行った。 
 
（１）ＷＥＢによる情報発信 

ＭＩＬＫＪＡＰＡＮＰＣサイト及びＳＮＳ（Ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇ

ｒａｍ）を通じて、中央及び地域におけるイベント等活動内容の紹介に加え、酪

農及び牛乳乳製品の基礎知識や酪農生産現場からの情報等について、ロゴやキャ

ラクター、過去のコンテンツも活用しながら、継続的・恒常的な情報発信・拡散

を実施した。 
また、キャラクターを活用したオリジナルＬＩＮＥスタンプ第２弾の制作・販

売や、重点時期に、生活者に対するリアルグッズのプレゼント企画を行った。さ

らに、Ｆａｃｅｂｏｏｋ内に掲載する誘引広告（Ｆａｃｅｂｏｏｋ・ＡＤ）を毎

月実施した。 
 
（２）共通ツールの作成・配布 

地域イベントや牧場等で活用する共通ツールについて、既存ツールの増刷・提

供に加え、「オリジナル定規」を新たに制作・提供し、全国一体的な展開につな

げた。 
 
（３）企業コラボ等の実施 

キャラクターやロゴを活用した牛乳パック側面広告を継続展開するとともに、

東北生乳販売農業協同組合連合会、九州生乳販売農業協同組合連合会及び地域交

流牧場全国連絡会主催の震災復興支援活動（小学校への出前授業）への協力を行

った。 
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（４）牛乳の日・牛乳月間（６月）及び牛乳定着化強化月間（１０月を中心とする秋

の一定期間）における取り組み 

これら期間において、集中的にイベント実施やメディア露出を図った。また、

指定団体等においては、地域独自のイベント等が実施され、全国的に足並みをそ

ろえた活動を展開するとともに、ＷＥＢを活用した広報活動を実施した。 
また、指定団体、全国連、行政等が実施するイベントに共通ツールを提供する

等して、連携した取り組みを実施した。 
 

 

４．理解促進地域広報事業 

地域の実態に即した広報活動（理解醸成活動、牛乳定着化事業、酪農教育ファー

ムの推進等）を実施できるよう、本会議より指定団体に１億４千９百万円の助成を

行った。 

 

 

５．補助事業 

以下の補助事業を採択し、各地域における生乳生産基盤の強化、生乳流通の合理

化、理解醸成活動の取組支援等を行った。 
 

（１）畜産・酪農生産力強化対策事業 

国の補助に基づき、農協又は農協連等が行う、性判別精液・受精卵を活用した

優良な乳用種後継雌牛の確保並びに和子牛生産拡大対策等の事業に要する経費

を補助した。１７１ 団体の取組に対して１１億円の補助を行い、生産基盤の強

化及び酪農家の収益向上を図った。 
 

（２）酪農経営支援総合対策事業 

① 酪農生産基盤強化事業 
全国の生産者集団、農協、農協連が行う生産基盤の確保・強化を図る取り組み

を支援するため、機構の補助に基づき、２４５団体（北海道１０５団体、都府県

１４０団体）の以下の取り組みに対して総額１２．９億円の補助を行った。 

 

ア．酪農後継者に対するホルスタインの初妊牛の導入及び、牛舎の増改築や簡易

牛舎の整備を行う後継者の経営基盤の強化対策 

イ．生乳出荷を中止し、又は経営規模を大幅に縮小する酪農経営が飼養する乳用

牛の円滑な継承の推進 

ウ．乳用牛頭数の増加を図るための牛舎の増改築や簡易牛舎の整備並びに哺乳ロ

ボット及びカーフハッチの導入を行う増頭対策の推進 

エ．暑熱対策技術向上に係る研修会の開催及び資材・機器等の共同購入・貸付け
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を行う暑熱対策 

オ．乳用牛の健康診断や飼料分析・設計とこれらの結果に基づく技術指導、繁殖・

生産性向上に係る研修会の開催、 

カ．天候等の影響により廃棄又は品質低下した自給粗飼料の代替品を広域流通等

により共同購入し支給 

キ．畜舎の環境改善を行う場合の飼養管理資材の共同購入・貸付け、乳房炎によ

る生乳生産量の減少を防止するための搾乳機器の点検・補改修及び牛群検査の

実施を行う繁殖・飼養・衛生管理技術等の向上 

ク．生後１カ月齢以内の疾病を予防するため、乳用牛に対するワクチンの接種 

ケ．哺育期の健康増進等のための初乳添加財等を共同購入し支給 

 

また、前述の事業の円滑な推進を図るため、全国説明会を２回、地域説明会を

４回開催するとともに、随時、生産者集団等に対する指導を行った。 

なお、ホクレン農業協同組合連合会へ委託して、会員農協の本事業に係る申請

書類等の取り纏め等を実施した。 

 

② 災害緊急支援対策事業 

熊本地震及び台風第７号の被害により被災した酪農経営の安定的な経営継続

を図るため、被災した牛舎、付帯施設・機械の補改修、簡易牛舎等及び生乳流通

関係機器の整備等、緊急的な乳用牛の避難・導入・乳房炎対策を実施した３２団

体（北海道１９団体、都府県１３団体）への支援を行った。 

 

③ 生乳流通体制合理化推進事業 

生産者団体・行政機関等を構成員とした協議会において「生乳流通合理化計画」

を検討・作成し、計画に基づき、生産者団体等が集送乳コスト等の削減を図るた

めに必要な生乳流通関係機器のリース導入等を支援した。 

全国で１５団体が事業に取り組み、機構より、総額２．２億円の補助を行った。 

 

④ 生乳生産者需要確保事業 

消費者等に対して理解醸成活動等を行うことにより、国産牛乳乳製品消費の維

持、定着を図るために、機構の酪農経営支援総合対策事業の一環として、酪農・

国産牛乳乳製品理解促進広報事業の取り組みの一部を実施した。また、指定団体

が行う理解醸成活動に対して、約１２百万円の補助を行った。 
 
⑤ 生乳生産者牛乳乳製品需要拡大事業 

畜産業振興事業として以下の事業を実施した。 
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ア．国産ナチュラルチーズ製造技術研修会の開催 
ナチュラルチーズ製造に興味のある、もしくは既にチーズ製造を実施 して

いる酪農家等を対象に、製造技術・衛生管理・販路拡大等に関する初級研修会

を計２回（北海道・東京で各１回）実施した。 
 
イ．チーズ生産者による推進会議及び研修会の開催 

各地のチーズ生産者による全国ネットワーク組織としての「日本チーズ生産

者の会」運営会議を開催するとともに、「日本チーズ生産者の会」と連携し、

販売戦略や技術向上等に関する地域研修会を計５回実施した。 
 
ウ．展示試食会へのブース出展 

酪農家及び国内チーズ工房が製造するナチュラルチーズの展示試食会にブー

ス出展し、国産ナチュラルチーズの販路拡大等のための広報活動を実施した。 
 
６．情報の収集及び提供 

酪農関係者等に対して、本会議が入手・取りまとめ・分析等を行った最新の酪農

関連情報を適時、適切に発信し、現在の酪農情勢や生乳流通の実態・課題等につい

ての情報提供に努めた。 
本会議の事業実施状況や、酪農を取り巻く国内外の情勢、酪農政策・制度等に関

する正確な情報について、指定団体及び会員県連・農協を対象とする「中酪情報」

を年６回発行した。 
 

 

７．Ｊミルクへの的確な意見反映と拠出金集金の協力 

Ｊミルクの各活動全般にわたる協議において、各部会等で出された資料及び論議

について、実務責任者会議で共有し、生産者団体の意向が反映されるように努める

とともに、Ｊミルク拠出金の集金代行業務を行った。 
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第３ 人  事 

 

 

１ 役  員 

  平成２８年度には役員の補欠選任は行われなかった。 

 

 

２ 職  員 

  平成２８年度末における職員数は、次のとおりである。 

 

区 分  職 員 数 備  考 
２７年度末 中央酪農会議事務所勤務 

 
 
他団体への出向 
 

１９ 
 
 

１ 

うち 
 正職員 １３ 
 嘱託職員 ３ 
 派遣職員 ４ 

２８年度末 中央酪農会議事務所勤務 
 
 
他団体への出向 
 

１８ 
 
 

１ 

うち 
 正職員 １３ 
 嘱託職員 ３ 
 派遣職員 ３ 
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第４ 主な処理事項 

 

 

年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

28． 4． 7 指定団体会長懇談会

4． 12 畜産・酪農生産力強化対策事業担当者説明会

4． 19 第1回指定団体・全国連実務責任者会議

4． 22 日本チーズ生産者の会　第1回運営会議

4． 26 酪農関係事業に係る全国説明会

4． 27 酪農関係事業に係る地域説明会（帯広）

4． 28 酪農関係事業に係る地域説明会（札幌）

5． 12 第1回酪農教育ファーム指定団体担当者会議

〃 生乳生産者需要確保事業に係る担当者会議

5． 17 第2回指定団体・全国連実務責任者会議

5． 26 会計士監査

5． 30 監事監査

6． 1 記者説明会（東京）

6． 2 酪農生産基盤強化事業に係る現地ヒアリング実施（熊本地震）

～ 3

6． 5 牛乳の日・中央ＰＲイベント 六本木牧場

6． 8 第346回理事会

（1）平成28年度定時会員総会の招集及び附議事項に関する件について

6． 13 第1回酪農教育ファーム推進委員会

6． 14 第3回指定団体・全国連実務責任者会議

6． 23 第347回理事会

（1）熊本地震に伴う廃棄生乳等への対応について

（2）中長期視点に立った今後の指定団体の方向性について

定時会員総会

（1）平成27年度（第54年度）事業報告・決算に関する件

（2）公益目的支出計画事業実施報告書に関する件

6． 27 第40回海外研修・編集会議

6． 29 記者説明会（大阪）

7． 5 生乳流通体制合理化推進事業ヒアリング（四国生乳販連）

7． 6 ＪＲＡ事業監査

7． 8 生乳流通体制合理化推進事業ヒアリング（ホクレン、大樹町農協）

7． 12 第4回指定団体・全国連実務責任者会議

〃 第1回指定団体制度に係る検討委員会

7． 15 生乳流通体制合理化推進事業ヒアリング（茨城県酪連・栃酪）

7． 20 チーズ製造講習会（広島）

7． 25 酪農教育ファーム・教育関係者酪農体験

7． 28 第1回牛乳定着化・地域支援事業担当者会議

7． 29 生乳流通体制合理化推進事業ヒアリング（オホーツクはまなす農協）
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年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

8． 5 第1回生乳安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

8． 6 酪農教育ファーム夏の研究集会

8． 7 埼玉酪農業協同組合意見交換会への出席

8． 10 酪農生産基盤強化事業ヒアリング（大樹町農協）

8． 23 第2回指定団体制度に係る検討委員会

〃 第5回指定団体・全国連実務責任者会議

9． 7 日本チーズ生産者の会　第2回運営会議

9． 9 酪農教育ファーム・スキルアップ研修会（大阪）

9． 15 第3回指定団体制度に係る検討委員会

〃 第6回指定団体・全国連実務責任者会議

9． 29 第348回理事会

（1）マイナンバー制度への対応等について

9． 30 酪農教育ファーム・スキルアップ研修会（東京）

10． 14 酪農教育ファーム・スキルアップ研修会（名古屋）

10． 18 第7回指定団体・全国連実務責任者会議

〃 第4回指定団体制度に係る検討委員会

10． 25 補給金制度等担当者会議

10． 28 酪農教育ファーム・スキルアップ研修会（仙台）

11． 8 指定団体会長懇談会

11． 11 酪農教育ファーム・スキルアップ研修会（札幌）

11． 14 台風第7号等による被災農業者への畜産支援対策に係る事業説明会（帯広・札幌）

～ 15

11． 15 第5回指定団体制度に係る検討委員会

〃 第8回指定団体・全国連実務責任者会議

11． 25 酪農教育ファーム・スキルアップ研修会（福岡）

12． 8 指定団体会長懇談会

12． 12 国産ナチュナルチーズ製造技術初級研修会（東京）

～ 14

12． 15 第6回指定団体制度に係る検討委員会

〃 第9回指定団体・全国連実務責任者会議

12． 21 第2回生乳安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

12． 22 酪農教育ファーム認証審査委員会

29． 1． 12 酪農教育ファーム認証研修会（札幌）

～ 13

1． 14 チーズ製造講習会「G1セミナー2017ｉｎ十勝」

1． 17 第7回指定団体制度に係る検討委員会

〃 第10回指定団体・全国連実務責任者会議

1． 24 酪農教育ファーム認証研修会（東京）

～ 25
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年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

2． 3 メディアツアー（栃木・茨城）

2． 3 ナチュラルチーズ製造研修会（滋賀）

～ 4

2． 6 液状乳製品の補給金対象化に係る担当者会議

2． 9 指定団体会長懇談会

2． 14 美味しいチーズづくり研修会（千葉）

2． 14 ナチュラルチーズ製造研修会（大分）

～ 15

2． 16 酪農教育ファーム認証研修会(大阪）

～ 17

2． 21 第8回指定団体制度に係る検討委員会

〃 第11回指定団体・全国連実務責任者会議

2． 23 第2回牛乳定着化・地域支援事業担当者会議

3． 1 国産ナチュナルチーズ製造技術初級研修会（帯広）

～ 3

3． 2 第2回酪農教育ファーム指定団体担当者会議

3． 7 第3回生乳安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

3． 8 酪農経営支援総合対策事業推進全国会議

3． 9 日本チーズ生産者の会　第3回運営会議

3． 14 第9回指定団体制度に係る検討委員会

〃 第12回指定団体・全国連実務責任者会議

3． 15 酪農経営支援総合対策事業推進地域ブロック会議

3． 22 生乳検査施設の技術者等による情報交換会

3． 23 第349回理事会

（1）平成28年度補正予算に関する件について

（2）臨時会員総会附議事項に関する件について

（3）平成29年度常勤役員の報酬額に関する件について

（4）中央酪農会議役員候補者の推薦に関する件について

（5）平成29年度生乳需給安定化対策に関する件について

（6）一般社団法人Ｊミルクへの拠出の方法に関する件について

（7）一般社団法人Ｊミルク役員候補者の推薦に関する件について

臨時会員総会

（1）平成29年度（第56年度）事業計画・収支予算に関する件

（2）平成29年度会費等の額及びその徴収方法に関する件

（3）平成29年度役員報酬の額に関する件

3． 24 第2回酪農教育ファーム推進委員会

3． 27 第18回生乳の安全・安心の確保のための全国協議会
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平成２８年度財務諸表 
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 194,384 308,153 ▲ 113,769

         普通預金 577,027,076 656,452,725 ▲ 79,425,649

         通知預金 0 0 0

         定期預金 0 0 0

          現金預金合計 577,221,460 656,760,878 ▲ 79,539,418

    (２) その他流動資産

         有価証券（消費・生産者） 69,408,733 69,396,979 11,754

         未収金 1,918,828,164 708,315,382 1,210,512,782

         仮払金 4,276,282 2,656,773 1,619,509

          その他流動資産合計 1,992,513,179 780,369,134 1,212,144,045

          流動資産合計 2,569,734,639 1,437,130,012 1,132,604,627

  ２．固定資産

    (１) その他固定資産

         普通預金(酪農安定) 55,325,566 55,325,100 466

         投資有価証券 6,833,748 6,832,590 1,158

         住宅資金貸付金 12,300,000 12,300,000 0

         建物 1,488,375 1,708,875 ▲ 220,500

         什器備品 1,409,400 0 1,409,400

         ソフトウェア 6,271,200 0 6,271,200

         敷　金 5,956,016 5,956,016 0

          その他固定資産合計 89,584,305 82,122,581 7,461,724

          固定資産合計 89,584,305 82,122,581 7,461,724

          資産合計 2,659,318,944 1,519,252,593 1,140,066,351

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

         未払金 2,033,837,635 825,796,246 1,208,041,389

         預り金 67,829,738 71,356,726 ▲ 3,526,988

          流動負債合計 2,101,667,373 897,152,972 1,204,514,401

  ２．固定負債

         役員退任慰労引当金 8,433,333 6,233,333 2,200,000

         退職給付引当金 91,395,600 80,976,375 10,419,225

         賞与引当金 8,224,787 7,858,326 366,461

          固定負債合計 108,053,720 95,068,034 12,985,686

          負債合計 2,209,721,093 992,221,006 1,217,500,087

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

  １．指定正味財産

          指定正味財産合計 0 0 0

  ２．一般正味財産 449,597,851 527,031,587 ▲ 77,433,736

          正味財産合計 449,597,851 527,031,587 ▲ 77,433,736

          負債 及び 正味財産合計 2,659,318,944 1,519,252,593 1,140,066,351

貸　　借　　対　　照　　表
平成２９年３月３１日現在

 

 
  



23 
 

(単位：円）
科目名

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 194,384

         普通預金 577,027,076

           農林中央金庫 335,648,084

           みずほ 241,378,992

          現金預金合計 577,221,460

    (２) その他流動資産

         有価証券（消費・生産者） 69,408,733

           みずほ信託 62,017,698

           みずほ信託（消費拡大） 7,391,035

         未収金 1,918,828,164

　　　　　受取賦課金等 1,918,828,164

　　　　仮払金 4,276,282

          その他流動資産合計 1,992,513,179

          流動資産合計 2,569,734,639

  ２．固定資産

    (１) その他固定資産

         普通預金(酪農安定化対策等資金) 55,325,566

         投資有価証券（酪農安定化対策等資金） 6,833,748

         住宅資金貸付金 12,300,000

         建物 1,488,375

         什器備品 1,409,400

         ソフトウェア 6,271,200

         敷　金 5,956,016

          その他固定資産合計 89,584,305

          固定資産合計 89,584,305

          資産合計 2,659,318,944

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

         未払金 2,033,837,635

         預り金 67,829,738

　　　　　源泉税等 67,829,738

          流動負債合計 2,101,667,373

  ２．固定負債

         役員退職慰労引当金 8,433,333

         退職給付引当金 91,395,600

         賞与引当金 8,224,787

          固定負債合計 108,053,720

          負債合計 2,209,721,093

Ⅲ 正味財産 449,597,851

財　産　目　録
平成２９年３月３１日現在

金額
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

        受取会費 115,471,000 115,237,000 234,000

        受取補助金 2,700,985,476 1,829,011,563 871,973,913

       受取補助金返還金 1,052,068 0 1,052,068

        受取負担金 11,400,000 12,072,275 ▲ 672,275

        受取賦課金 688,260,418 684,418,990 3,841,428

        雑収益 38,701,686 50,579,653 ▲ 11,877,967

        指定正味財産からの振替額 0 662,175,669 ▲ 662,175,669

          経常収益計 3,555,870,648 3,353,495,150 202,375,498

      (２) 経常費用

        事業費

            役員報酬 7,260,000 7,312,800 ▲ 52,800

            給料手当 95,967,233 87,439,398 8,527,835

            臨時雇用賃金 14,372,928 13,873,454 499,474

            退職給付引当費用 9,545,380 7,984,063 1,561,317

            福利厚生費 21,246,733 18,752,387 2,494,346

            会議開催費 4,454,224 6,109,502 ▲ 1,655,278

            旅費 4,330,230 5,296,370 ▲ 966,140

            交通費 3,844,227 3,521,350 322,877

            減価償却費（ソフトウェア） 0 2,109,975 ▲ 2,109,975

            減価償却費 269,100 232,367 36,733

            賞与引当繰入額 6,579,830 6,515,246 64,584

            賃借料 12,699,847 11,205,501 1,494,346

            印刷製本費 6,519,775 5,097,621 1,422,154

            通信運搬費 826,608 926,952 ▲ 100,344

            諸謝金 2,319,368 3,048,812 ▲ 729,444

            租税公課 9,630,400 17,990,100 ▲ 8,359,700

            支払助成金 2,729,515,118 1,774,952,624 954,562,494

            預り補助金返還額 0 662,179,804 ▲ 662,179,804

            補助金返還額 1,052,068 2,917,483 ▲ 1,865,415

            研修会開催費 2,932,820 746,658 2,186,162

            イベント開催・出展経費 34,040,465 47,506,540 ▲ 13,466,075

            調査費 4,967,973 5,492,127 ▲ 524,154

            委託費 100,951,413 93,952,359 6,999,054

            海外調査費 157,056 1,025,577 ▲ 868,521

            啓発資料作成費 270,000 0 270,000

            広報活動費 39,111,518 41,870,680 ▲ 2,759,162

            支援ツール制作 47,641,856 59,480,885 ▲ 11,839,029

            広告掲載費 117,003,387 100,840,140 16,163,247

            保管費 3,481,498 1,860,904 1,620,594

            支援システム・HP保守管理 57,999,676 56,785,728 1,213,948

            調査分析費 156,600 156,600 0

            地域活動費 149,982,489 148,536,288 1,446,201

            雑費 146,880 256,500 ▲ 109,620

          事業費計 3,489,276,700 3,195,976,795 293,299,905

正味財産増減計算書
平成２８年４月１日から 平成２９年３月３１日まで
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(単位：円）

科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

        管理費

            役員報酬 6,500,000 6,447,200 52,800

            給料手当 13,212,638 18,070,648 ▲ 4,858,010

            退職給付引当費用 3,073,845 3,657,187 ▲ 583,342

            福利厚生費 4,123,006 5,311,370 ▲ 1,188,364

            会議開催費 3,477,008 2,160,780 1,316,228

            旅費 1,800,680 1,013,250 787,430

            交通費 1,026,193 1,397,310 ▲ 371,117

            通信運搬費 1,359,966 1,284,447 75,519

            減価償却費（ソフトウェア） 333,000 0 333,000

            消耗什器備品費 88,945 1,809,864 ▲ 1,720,919

            消耗品費 1,429,157 1,922,000 ▲ 492,843

            賞与引当繰入額 1,644,957 1,343,080 301,877

            賃借料 3,386,626 5,171,769 ▲ 1,785,143

            印刷製本費 191,362 239,192 ▲ 47,830

            諸謝金 1,418,616 1,399,068 19,548

            租税公課 89,280 130,830 ▲ 41,550

            支払負担金 1,020,000 1,758,383 ▲ 738,383

            雑費 1,435,142 1,411,095 24,047

            調査費 2,309,780 1,492,244 817,536

            賦課金返還額 95,398,500 2,325,022 93,073,478

            渉外費 708,983 500,988 207,995

          管理費計 144,027,684 58,845,727 85,181,957

          経常費用計 3,633,304,384 3,254,822,522 378,481,862

            当期経常増減額 ▲ 77,433,736 98,672,628 ▲ 176,106,364

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

        固定資産売却益

            什器備品売却益 0 0 0

          固定資産売却益計 0 0 0

          経常外収益計 0 0 0

      (２) 経常外費用

          経常外費用計 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0

            税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 77,433,736 98,672,628 ▲ 176,106,364

            当期一般正味財産増減額 ▲ 77,433,736 98,672,628 ▲ 176,106,364

            一般正味財産期首残高 527,031,587 428,358,959 98,672,628

            一般正味財産期末残高 449,597,851 527,031,587 ▲ 77,433,736

Ⅱ 指定正味財産増減の部

        預り補助金等運用益

            機構補助金 0 0 0

          預り補助金等運用益計 0 0 0

        預り補助金等取崩額

            機構補助金 0 662,175,669 ▲ 662,175,669

          預り補助金等取崩額計 0 662,175,669 ▲ 662,175,669

        預り補助金等繰入額

            機構補助金 0 0 0

          預り補助金等繰入額計 0 0 0

        一般正味財産への振替額

            一般正味財産への振替額 0 ▲ 662,175,669 662,175,669

          一般正味財産への振替額計 0 ▲ 662,175,669 662,175,669

            当期指定正味財産増減額 0 0 0

            指定正味財産期首残高 0 0 0

            指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 449,597,851 527,031,587 ▲ 77,433,736
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継続１ 継続２ その他１ その他２
国内生乳需給・生産
基盤安定対策事業

酪農理解醸成等事
業

計
牛乳消費促進対

策事業
畜産・酪農生産力

強化対策事業
Ⅰ 一般正味財産増減の部
    １． 経常増減の部
      (１) 経常収益
            受取会費 0 0 0 0 0
            受取補助金 0 0 0 0 1,157,364,408
            受取補助金返還金 0 0 0 0 0
            受取負担金 0 0 0 0 0
            受取賦課金 25,355,323 387,521,979 412,877,302 179,240,881 475,229
            雑収益 1,878,336 0 1,878,336 17,405,444 0
            指定から一般へ繰入 0 0 0 0 0
        指定正味財産からの振替額 0 0 0 0 0
          経常収益計 27,233,659 387,521,979 414,755,638 196,646,325 1,157,839,637
      (２) 経常費用

        事業費

            役員報酬 5,940,000 1,320,000 7,260,000 0 0
            給料手当 31,049,699 21,800,853 52,850,552 0 11,240,230
            臨時雇用賃金 4,605,141 3,844,419 8,449,560 0 5,923,368
            退職給付引当費用 5,887,036 3,658,344 9,545,380 0 0
            福利厚生費 8,543,260 5,591,143 14,134,403 0 2,072,024
            会議開催費 685,924 1,097,170 1,783,094 1,650 0
            旅費 987,240 2,006,220 2,993,460 0 122,890
            交通費 1,267,506 829,520 2,097,026 0 492,227
            減価償却費 134,550 134,550 269,100 0 0
            賞与引当繰入額 3,865,650 2,714,180 6,579,830 0 0
            賃借料 7,619,908 5,079,939 12,699,847 0 0
            印刷製本費 3,631,395 2,123,113 5,754,508 73,690 3,215
            通信運搬費 115,983 233,170 349,153 37,706 41,851
            諸謝金 170,000 1,507,104 1,677,104 0 0
            租税公課 0 9,610,400 9,610,400 0 20,000
            支払助成金 11,256,000 93,688,754 104,944,754 0 1,129,261,046
            補助金返還額 0 0 0 0 0
            研修会開催費 0 2,059,626 2,059,626 0 0
            イベント開催・出展経費 0 32,901,240 32,901,240 0 0
            調査費 0 4,967,973 4,967,973 0 0
            委託費 2,584,400 81,094,607 83,679,007 0 8,632,438
            海外調査費 157,056 0 157,056 0 0
            啓発資料作成費 0 270,000 270,000 0 0
            広報活動費 0 39,111,518 39,111,518 0 0
            支援ツール制作 0 11,663,118 11,663,118 35,978,738 0
            広告掲載費 0 117,003,387 117,003,387 0 0
            保管費 0 3,481,498 3,481,498 0 0
            支援システム・HP保守管理 8,461,944 6,076,372 14,538,316 43,461,360 0
            調査分析費 156,600 0 156,600 0 0
            地域活動費 0 32,889,308 32,889,308 117,093,181 0
            雑費 0 0 0 0 30,348
          事業費計 97,119,292 486,757,526 583,876,818 196,646,325 1,157,839,637
        管理費

            役員報酬 0 0 0 0 0
            給料手当 0 0 0 0 0
            退職給付引当費用 0 0 0 0 0
            福利厚生費 0 0 0 0 0
            会議開催費 0 0 0 0 0
            旅費 0 0 0 0 0
            交通費 0 0 0 0 0
            通信運搬費 0 0 0 0 0
            減価償却費（ソフトウェア） 0 0 0 0 0
            消耗什器備品費 0 0 0 0 0
            消耗品費 0 0 0 0 0
            賞与引当繰入額 0 0 0 0 0
            賃借料 0 0 0 0 0
            印刷製本費 0 0 0 0 0
            諸謝金 0 0 0 0 0
            租税公課 0 0 0 0 0
            支払負担金 0 0 0 0 0
            雑費 0 0 0 0 0
            調査費 0 0 0 0 0
            賦課金返還額 0 0 0 0 0
            渉外費 0 0 0 0 0
          管理費計 0 0 0 0 0
          経常費用計 97,119,292 486,757,526 583,876,818 196,646,325 1,157,839,637
            当期経常増減額 ▲ 69,885,633 ▲ 99,235,547 ▲ 169,121,180 0 0
    ２． 経常外増減の部
      (１) 経常外収益
          経常外収益計 0 0 0 0 0
      (２) 経常外費用
          経常外費用計 0 0 0 0 0
            当期経常外増減額 0 0 0 0 0
            税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 69,885,633 ▲ 99,235,547 ▲ 169,121,180 0 0
            当期一般正味財産増減額 ▲ 69,885,633 ▲ 99,235,547 ▲ 169,121,180 0 0
            一般正味財産期首残高 0 0 156,930,635 5,145,899 0
            一般正味財産期末残高 ▲ 69,885,633 ▲ 99,235,547 ▲ 12,190,545 5,145,899 0
Ⅱ 指定正味財産増減の部
            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0
            指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0
            指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0
Ⅲ 正味財産期末残高 0 0 ▲ 12,190,545 5,145,899 0

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
平成２８年４月１日から 平成２９年３月３１日まで

科　　　　　　　　　目

実施事業等会計 その他会計
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(単位：円）

生乳生産者需要確
保事業

生乳生産者牛乳乳
製品需要拡大事業

酪農生産基盤
強化事業

生乳流通体制
合理化推進事業

災害緊急支援
対策事業

0 0 0 0 0 115,471,000 115,471,000
17,396,818 2,813,934 1,287,588,769 231,355,486 4,466,061 0 2,700,985,476

0 0 1,052,068 0 0 0 1,052,068
0 0 0 0 0 11,400,000 11,400,000

4,321,574 1,506,196 315,929 66,838 30,247 89,426,222 688,260,418
0 0 0 0 0 19,417,906 38,701,686
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

21,718,392 4,320,130 1,288,956,766 231,422,324 4,496,308 235,715,128 0 3,555,870,648

0 0 0 0 0 0 0 7,260,000
892,116 542,426 21,386,714 5,506,196 3,548,999 0 0 95,967,233

0 0 0 0 0 0 0 14,372,928
0 0 0 0 0 0 0 9,545,380

146,194 84,941 3,386,185 884,011 538,975 0 0 21,246,733
338,720 526,930 1,495,170 308,660 0 0 0 4,454,224

0 472,340 537,900 95,440 108,200 0 0 4,330,230
16,913 9,000 663,153 451,260 114,648 0 0 3,844,227

0 0 0 0 0 0 0 269,100
0 0 0 0 0 0 0 6,579,830
0 0 0 0 0 0 0 12,699,847

5,810 4,265 518,032 39,635 120,620 0 0 6,519,775
9,999 25,545 290,167 7,321 64,866 0 0 826,608

0 642,264 0 0 0 0 0 2,319,368
0 0 0 0 0 0 0 9,630,400

12,312,806 0 1,258,866,711 224,129,801 0 0 0 2,729,515,118
0 0 1,052,068 0 0 0 0 1,052,068
0 873,194 0 0 0 0 0 2,932,820
0 1,139,225 0 0 0 0 0 34,040,465
0 0 0 0 0 0 0 4,967,973

7,995,834 0 644,134 0 0 0 0 100,951,413
0 0 0 0 0 0 0 157,056
0 0 0 0 0 0 0 270,000
0 0 0 0 0 0 0 39,111,518
0 0 0 0 0 0 0 47,641,856
0 0 0 0 0 0 0 117,003,387
0 0 0 0 0 0 0 3,481,498
0 0 0 0 0 0 0 57,999,676
0 0 0 0 0 0 0 156,600
0 0 0 0 0 0 0 149,982,489
0 0 116,532 0 0 0 0 146,880

21,718,392 4,320,130 1,288,956,766 231,422,324 4,496,308 0 0 3,489,276,700

0 0 0 0 0 6,500,000 0 6,500,000
0 0 0 0 0 13,212,638 0 13,212,638
0 0 0 0 0 3,073,845 0 3,073,845
0 0 0 0 0 4,123,006 0 4,123,006
0 0 0 0 0 3,477,008 0 3,477,008
0 0 0 0 0 1,800,680 0 1,800,680
0 0 0 0 0 1,026,193 0 1,026,193
0 0 0 0 0 1,359,966 0 1,359,966
0 0 0 0 0 333,000 0 333,000
0 0 0 0 0 88,945 0 88,945
0 0 0 0 0 1,429,157 0 1,429,157
0 0 0 0 0 1,644,957 0 1,644,957
0 0 0 0 0 3,386,626 0 3,386,626
0 0 0 0 0 191,362 0 191,362
0 0 0 0 0 1,418,616 0 1,418,616
0 0 0 0 0 89,280 0 89,280
0 0 0 0 0 1,020,000 0 1,020,000
0 0 0 0 0 1,435,142 0 1,435,142
0 0 0 0 0 2,309,780 0 2,309,780
0 0 0 0 0 95,398,500 0 95,398,500
0 0 0 0 0 708,983 0 708,983
0 0 0 0 0 144,027,684 0 144,027,684

21,718,392 4,320,130 1,288,956,766 231,422,324 4,496,308 144,027,684 0 3,633,304,384
0 0 0 0 0 91,687,444 0 ▲ 77,433,736

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 91,687,444 0 ▲ 77,433,736
0 0 0 0 0 91,687,444 0 ▲ 77,433,736
0 0 0 0 0 364,955,053 0 527,031,587
0 0 0 0 0 456,642,497 0 449,597,851

0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 456,642,497 0 449,597,851

その他３
その他会計

法人会計
内部
取引

合計
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(単位：円）

補助金等の
名称

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照
表上の記
載区分

補助金

畜産・酪農生産
力強化対策事業

（公社）中
央畜産会

0 1,157,364,408 1,157,364,408 0

生乳生産者需要
確保事業

（独）農畜
産業振興機

構
0 17,396,818 17,396,818 0

生乳生産者牛乳
乳製品需要拡大

事業

（独）農畜
産業振興機

構
0 2,813,934 2,813,934 0

酪農生産基盤
強化事業

（独）農畜
産業振興機

構
0 1,287,588,769 1,287,588,769 0

生乳流通体制
合理化推進事業

（独）農畜
産業振興機

構
0 231,355,486 231,355,486 0

災害緊急支援
対策事業

（独）農畜
産業振興機

構
0 4,466,061 4,466,061 0

合計 0 2,700,985,476 2,700,985,476 0

 
財務諸表に対する注記 

 
１．重要な会計方針 
  重要な会計方針は次のとおりである。 
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 
  原価法によって計上している。 
（２） 固定資産の減価償却の方法 
  定額法を採用している。 
（３） 引当金の計上基準 
  退職給付引当金・・・・職員の退職給与の支給に備えるため、自己都合期末要支給額に  
             相当する金額を計上している。 
  役員退任慰労引当金・・役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支 
             給額を計上している。 
  賞与引当金・・・・・・職員の賞与の支給に備えるため、期末要支給額に相当する金額 
             を計上している。   
（４） 消費税等の会計処理 
  消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 
 
 
２．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 
  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高、次のとおりである。 
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３．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 
  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．実施事業資産 
  公益目的支出計画に基づく継続１（国内生乳需給・生産基盤安定化対策事業）

及び継続２（酪農理解醸成等事業）の実施事業資産は、次のとおりである。 
 
  (単位：円）

継続１ 継続２ 合計

744,188 744,187 1,488,375

704,700 704,700 1,409,400

1,448,888 1,448,887 2,897,775

科目

建物

当期末残高

什器備品

(単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,205,000 716,625 1,488,375

1,458,000 48,600 1,409,400

6,604,200 333,000 6,271,200

10,267,200 1,098,225 9,168,975合計

科目

建物

 ソフトウェア

什器備品
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附属明細書 
 
１．引当金の明細 
 
 
 
 
 
 
  

(単位：円）

目的使用 その他

6,233,333 2,200,000 8,433,333

80,976,375 10,419,225 91,395,600

7,858,326 8,224,787 7,858,326 8,224,787

退職給付引当金

賞与引当金

期末残高科目 期首残高 当期増加額

当期減少額

役員退職慰労引当金
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